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■ 研究会開催報告 ■ 
「中国「2060 年炭素実質ゼロ」目標のロードマップの実態と課題」 

日  時：2021年 3月 9日（火）15：00～16：15 

開催方法：WEBセミナー(Zoom利用) 

 

【講演概要】 

2020 年 9 月の国連総会において、習近平中国国家主席は、二酸化炭素（CO2）排出量を 2030 年までに減少に転じさ

せ、2060 年までに「カーボンニュートラル」を目指すと表明した。急速な経済成長の影で世界最大の CO2 排出国とな

っている中国のこの発表は、かなりの驚きをもって迎えられた。 

気候変動をめぐっては国際交渉が行き詰まっている中、中国がこの目標達成のために具体的にどんな対策を取るの

か、今回はエネルギー・環境政策をご専門とされる周瑋生先生をお招きし、目標達成のためのロードマップの実態と課

題についてお話いただいた。 

【講師紹介】周 瑋生（しゅう いせい）氏 

立命館大学政策科学部 教授 

＜略歴＞ 

82 年 浙江大学工学部卒業、95 年京都大学物理工学専攻博士後期課程修了、工学博士号

取得。専門はエネルギー環境政策学、システム科学、政策工学、サステナビリティ学。

95年新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）産業技術研究員、98 年地球環境産

業技術研究機構（RITE）主任研究員を経て、99 年立命館大学法学部准教授、02 年政策

科学部教授に。これまで立命館孔子学院初代学院長（現在名誉学院長）、立命館サステイ

ナビリティ学研究センター（RCS）初代センター長、大阪大学サステイナビリティ・サ

イエンス研究機構特任教授、浙江大学、北京大学等複数大学の客員教授、RITE 研究顧

問、一般社団法人国際３Ｅ研究院院長等を歴任。総じて経済発展、エネルギー安定供給

と環境保全に資する経済的社会的または技術的な対策を分析・評価し、最適なエネルギ

ー環境政策を求めることにより持続可能な発展及び広域低炭素社会実現のための国際的

な提言に結びつける研究を行っている。 
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1.講演録 
 
【開会】 
 
（司会） 

これより第 141 回中国研究会を始めさせていただく。 
本日の研究会は立命館大学政策科学部教授の周 瑋生

（しゅう いせい）氏にご登壇いただく。講演タイト

ルは「中国「2060 年炭素実質ゼロ」目標のロードマッ

プの実態と課題」である。ご経歴の詳細は割愛させて

いただく。それでは周先生よろしくお願いします。 
 
（周氏） 

今日は、2060 年に二酸化炭素（CO₂）排出量を差

し引きゼロにする目標を掲げる中国の現状とロードマ

ップの実態、今後の課題、国際協力についてお話しし

たい。 
ご存じのように、中国は今、重要な会議である全人

代が開催中で、今回の会議の中で二酸化炭素排出に関

する重要なキーワードの一つとして、2030 年のピーク

アウト、2060 年の実質排出ゼロ、いわゆる「3060」と

いう言葉である。2030 年と 2060 年の目標が実現でき

るかということについて、いろいろな視点から議論さ

れている。 
今日の主な内容は、1．中国「3060」目標の概要、

2．中国の気候枠組みにおける三段階論、3．中国の

「3060」目標の実現に向けてのロードマップと課題、

4．気候枠組みの国際協力、についてである。 
 

1．中国「3060」目標の概要 
ご存じのように 2020 年 9 月 22 日、国連総会のビデ

オ演説で習近平国家主席が、二酸化炭素総排出量を

2030 年までに減少に転じさせ、2060 年までに CO₂排

出量と除去量を差し引きゼロにするカーボンニュート

ラルを目指すと表明した。今開催されている 2021 年

全人代の中では、2030 年までの温暖化ガス総出量の

ピークアウトに向けた行動計画（ロードマップ）を策

定する。温暖化ガスの排出権取引市場の建設を急ぐ。

もう一つはグリーン低炭素発展に向けた金融支援特別

策を実施するということが明文化されている。 
この「3060」目標は短期目標と中長期目標があり、

短期目標は主に今年度の目標で、「GDP（国内総生

産）当たりエネルギー消費量を 3％削減する。エネル

ギー改革推進、サービス効率向上、料金水準低減を促

進する。石炭・石油、電気とガスの生産・供給・貯

蔵・販売システムの建設をさらに推進し、エネルギー

安全保障能力を高める。環境保全、省エネ・節水など

の企業所得税優遇目録の範囲を拡大し、新型省エネ化

環境保護技術、製品と設備の研究開発・運用を促進し

省エネ保護産業をさらに育成・拡大する。全国のエネ

ルギー使用権（エネルギー消費総量と原単位規制の前

提下で、エネルギー使用者が審査・発行或いは取引を

経て取得し、その使用或いは生産を許可するエネルギ

ー使用量権益を指す。エネルギー使用権を有償で使用

する目的は、市場化の手段を通じて、企業の省エネ・

排出削減、モデルチェンジ・グレードアップを促進

し、グリーン発展を推進することである）、炭素排出

権取引市場の建設を加速し、エネルギー消費総量と原

単位の二重規制制度を完備する。グリーン・低酸素発

展に向けた金融支援特別策を実施。すべての製造業企

業が電力市場化取引に参加することを許可し、電力使

用の不合理な値上げ行為を整理し、一般商工業電力価

格の引き下げを推進する。このほか、動力電池回収シ

ステムの建設を加速し、充電ステーション、充電スタ

ンドなどの施設を増設する」といった内容である。 
中長期目標としては、「第 14 次五カ年計画」の

2021 年から 2025 年までの期間中、単位 GDP 当たり

のエネルギー消費量と CO₂排出量をそれぞれ 13.5％
と 18％削減。2030 年までに単位 GDP 当たりの CO₂

排出量を 2005 年より 65％以上削減。一次エネルギー

消費に占める非化石エネルギーの割合を約 25％に達

し、風力発電総設備容量を 12 億キロワット以上にす

る。CO₂排出量を 2030 年までに減少（ピークアウ

ト）に転じさせる。2060 年までにカーボンニュート

ラル（炭素実質ゼロ）を目指す」である。 
 

2．気候枠組みにおける中国参加の位置づけと 3 段階

論 
次は気候枠組みについて我々が研究してきた内容を

簡単に紹介する。中国は 2007 年に 1 人当たり CO₂排

出量は世界平均値を超過していた。2007 年には CO₂

排出総量が米国を超えた。2009 年に一次エネルギー

消費量も米国を超過した。2010 年に名目 GDP は日本

を超えた。2014 年 PPP 換算の GDP は米国と同等と

なった。2019 年には 1 人当たり GDP が初めて 1 万米

ドルを超えた。その中で深圳、無錫、蘇州、珠海、鄂

尓多斯、南京、北京、上海、広州、常州、杭州、武

漢、寧波、厦門の 14 都市は 1 人あたりの GDP は 2
万ドルを超えた。この 14 都市の人口合計は 1.43 億人

である。ここまでが中国の経済エネルギーと CO₂排出

の基本状況である。 
もう一つの指標は米日中名目 GDP の比較である

が、1995 年の中国対米国は 10%、2020 年には 73%。

1995 年の日本対米国は 71%、2020 年は 24%。1995
年の中国対日本は 13%、2020 年は 310%と、日本の

約 3 倍である。もちろん中国の GDP の数値の中身に

ついては同じ 1 ドルの価値は国により違う面もあり、

いろいろな議論もあると思うが、中国の経済発展を示

す一つの指標に間違いないものと考える。このような

経済規模の拡大は CO₂増加の第一要因となっている。 
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中国の今までの歩みと数値目標を表にまとめた。中

国の気候枠組みについて 3 つの段階に分けている。1
つは自発的、2 つ目は自主的（自主的というのは、目

標はあるもののこの目標には強制力がない）、3 つ目は

強制的で、先進国並みの目標を持つということであ

る。 
2009 年にコペンハーゲン合意があって、2020 年の

GDP あたり CO₂排出量を 05 年比で 40%～45%削減

するという目標が出された。これは自主目標であり、

国際公約とは言っていないが、国内では公約として実

施している。2016 年末、2005 年比排出原単位が 46％
削減を実現できた。すなわち、この目標は 3 年前倒し

で達成できたということになる。 
そして、もう一つは 2014 年、北京の APEC 会議で

米国のオバマ大統領と中国の習近平国家主席との間で

一つの合意があった。これは初めてのアメリカと中国

の気候合意である。米国は 2025 年に CO₂を 26％～

28％削減、中国は 2030 年ごろピークアウトを迎える

という内容である。中国はこの時、初めて「ピークア

ウト」目標を提示したわけである。 
その次は 2015 年のパリ協定である。中国は 2030

年までに GDP あたりの CO₂排出量を 2005 年比 60％
～65％削減するという目標だ。さらに 2019 年、国連

総会にて習近平主席がいわゆる「3060 目標」を公約

した。 
昨年 12 月に、「気候野心サミット 2020」という会

合があり、習近平主席がビデオ演説で「3060 目標」

を再度提起した。2030 年までに GDP あたりの CO₂

排出量を 2005 年に比べ 65％以上削減すると発表し

た。パリ協定は 60％～65％であったが、今回は 65％
以上の削減で、いわゆる総量と原単位の二重規制をか

けるということだ。それ以外に、１次エネルギー消費

に占める非化石の割合を 25％前後に、森林蓄積量を

05 年より 60 億ｍ3 増、風力と太陽光発電総設備容量

を 12 億キロワット以上に、など具体的な数値目標を

公示された。 
 中国の気候枠組みの歩みをまとめてみると、四つ

の段階に分けることができる。気候変動枠組条約第 3
回締約国会議（COP３）までは第 1 段階―観察段階

（～1997 年）、京都議定書発効までは第 2 段階―学習

段階（1997～2005 年）、第 1 約束期間終了までは第 3
段階―協力段階（2005～2013 年）。2014 年の米中北

京気候合意は中国が今後積極的に協力・関与・牽引す

ることを表示する第 4 段階―牽引段階（2014～）に入

ったと考えられる。牽引とは、アメリカにとって代わ

るのではなく、途上国の代表としてリーダーシップを

発揮するという段階に入ってきたのではないかと思

う。 
2004 年、私は日経新聞に掲載された論文の中で「中

国は 2020 年前後から先進国並みの約束（削減責任）

を追う必要がある」と書いた。これはちょうどパリ協

定の数値目標と近い目標ではないかと考えている。い

わゆる４段階に分けるなら、今の「3060 目標」はす

でに第４段階に入っているのではないかと考える。 
 

 
3.「3060 目標」の実現に向けて 
この「3060 目標」は「パリ協定」目標に、2030 年

ピークアウト目標、2060 年実質ゼロ目標の 3 つがあ

ると思う。 
パリ協定目標とは、先ほど申したとおり 2030 年ま

でに GDP あたり CO₂排出量を 2005 年比 60％～

65％削減である。今は 65％以上に引き上げられた

が、もしこの目標ならば、私たちの計算によれば、名

目 GDP で計算すると 2005 年比で 60％～65％といえ

ば、2030 年の 1,000 ドルあたりの CO₂排出量は 0.9
トンとなる。0.9 トンはちょうど 2014 年時点の数字で

ある。すなわち 2030 年の目標は名目 GDP で計算す

れば、2014 年にすでに達成できていると言ってもよ

いと思う。   
ただし、実質ＧＤＰで換算する場合は、2030 年に

2005 年比、65％削減ということは 0.6 トンになる。

1,000 ドルあたりの CO₂排出量が 0.6 トンになり、

2005 年から 2030 年まで年平均 3.62％減少し、2014
年から 2030 年までは年平均 3.93％削減しなければい

けない。実質 GDP の目標値を日本と比較すると、

2030 年の目標は日本の 1978 年レベルの数値に相当す

る。1,000 ドルあたりの CO₂排出量 0.6 トンは日本の

2010 年レベルの 2.5 倍くらいである。これは、中国は

技術進歩、産業構造の改善などによる排出原単位の向

上が著しいものといえるものの、日本との格差は依然

として大きく残っている現状である。それは日本と中

国が、まだいろいろな面で協力できるというポテンシ

ャルの一つではないかと考えている。 
次は 2030 年までのピークアウト目標実現につい

て、過去の実績を紹介したい。「中国の気候変動対応

政策と行動 2019 年度報告」によれば、中国は第 13 次

五カ年計画（2016 年から 2020 年）で、いろんな面で

技術進歩、エネルギー効率の改善や植林事業の増加な
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ど、一定の成果を収めることができた。具体的には、

GDP あたりの二酸化炭素排出原単位が 2018 年度で

4.0％減少し、2005 年より累計 45.8％減少し、52 億

6,000 万トンの二酸化炭素排出削減に相当する。また

エネルギー消費量に占める比化石エネルギーの割合は

14.3％に達し、二酸化炭素排出量の急増傾向は基本的

に抑止できた。 
以下は、2030 年のピークアウトについて、以前勤

務していた RITE（地球環境産業技術研究機構）が開

発した DNE21 モデルを生かして計算した、中国の

2100 年まで一つのシナリオを紹介する。インプット

条件は、SSP2 シナリオ(中庸の道)と 2100 年時点大気

中の CO₂濃度を 450ppm に安定化させるという制約

である。SSP（Shared Socioeconomic Pathways、共

通社会経済経路）は、IPCC 第 6 次評価報告書や

1.5℃特別報告書で分野横断的に使われるシナリオのベ

ースとなるものである。 
2100 年時点 450ppm という目標を実現する場合、

中国が排出可能な量はこの黒い部分である。このシミ

ュレーションではちょうど 2030 年くらいにピークを

迎えることができる結果になる。2030 年に迎えるピ

ークアウトには、いろいろなシナリオがある。まずは

ピーク時排出量の大きさということ。ピーク時の大き

さにより排出削減コストも変わるし、道のりも変わ

り、2060 年目標達成にも大いに影響する。このシミ

ュレーションでは 2060 年の CO₂排出はゼロではない

にもかかわらず、2030 年にピークを迎えることがで

きるということである。すなわち、2060 年までに実

質の排出量をいかにゼロにすることは、2030 年にピ

ークアウト目標よりはるかに厳しいことだと言える。 
中国では、大学、研究所、政府シンクタンクをはじ

め、2060 年実質ゼロ目標についてのロードマップを

研究中である。これは一つの事例だが、清華大学のチ

ームが、「中国低炭素発展戦略と転換ロードマップに

関する研究」という報告書をまとめた内容である。こ

の研究結果によれば、2019 年から 2060 年にかけてエ

ネルギーの化石エネルギーの割合は 85%から 13%に低

下し、原子力は 2%から 19%に増加し、再生可能なエ

ネルギーは 5%から 53%に増加するというエネルギー

構造でないと、2060 年に実質的な CO₂排出ゼロ目標

が達成できないというシミュレーション結果である。 
もう一つの事例は、中信証券という中国の大手証券

会社が行った予測であり、どういうモデルで計算され

たのかはまだ不明である。結果だけ皆さんに紹介させ

ていただく。このグラフの縦軸は一次エネルギーの消

費量である。TCE（Tonne of Coal Equivalent）とい

う石炭換算は中国国内の報告でよく使用されている。

その中に 2020 年から太陽光発電が安い時代に入って

いく。私の研究室の計算でも太陽光発電コストが石炭

発電コストに匹敵する時期はまもなく来るのではない

かと思う。あと、2030 年前後は化石燃料の消費量も

ピークアウトである。これはおそらく CO₂排出量のピ

ークアウトと関連する。そして 2040 年後は非化石燃

料が半分以上占める。2050 年前後は、エネルギー消

費総量がピークアウト。2060 年化石燃料がほぼゼロ

というようなシナリオである。石炭、石油、天然ガス

に代替するのは、原子力を含めた新エネルギーである

太陽光、風力、水力、原発という結果になる。 
中国の 2060 年、2030 年の目標を達成するために、

エネルギー構造転換は非常に重要なカギであり、2020
年には非化石エネルギーの割合が約 16%。2030 年に

は 26%。2060 年にはほぼ 100%に達するという予測

である。そしてエネルギー消費総量は 2030 年まで依

然として早いスピードで増加し、2050 年ごろにはエ

ネルギーの総量がピークを迎える。これは先の清華大

学モデルでのシミュレーション結果もおおよそ近い。

2040 年から 2050 年の間でピークを迎える。だいたい

2030 年までには中国の不動産とインフラ投資の伸び

率が、徐々に鈍化する傾向にある。そのために投資の

伸び率も徐々に鈍化し、中国の鉄鋼、建材、燃料車な

どの伝統的工業製品の需要量も頭打ちになる見込みで

ある。化石エネルギーの中でも石炭は 2020 年。石油

は 2030 年。天然ガスは 2040 年にピークを迎えるよ

うな予測である。 
先ほど述べた 2060 年の実質ゼロ目標についてだ

が、これは RITE が開発した DNE21 モデルによりシ

ュミレーションした結果である。もしこの結果から考

えると 2030 年にはピークを迎えられるが、その次に

今までのモデルではかなりの CO₂はまだ排出するの

で、2060 年に実質ゼロを実現するためには、排出源

の抑制と、排出分の抑制を強化し具体的なシナリオを

出さないといけない。 
CO₂排出の要因分析を大きく分けると 1 つ目は人口

問題である。そして 2 つ目は経済、生活ライフスタイ

ル、３つ目には省エネ、産業構造、そして 4 つ目は燃

料転換、新エネルギー、次世代エネルギー。５つ目が

植林、森林源の拡大。６つ目は回収貯蔵処分（ＣＣ

Ｓ、ＣＣＵＳ）である。おそらく 2060 年までに実質

ゼロ目標を達成するためには、少なくともこれらの部

分を考える必要がある。その中で中国から特化する

と、特に燃料の転換、石炭、化石燃料の転換が非常に

重要である。産業構造の改善も省エネも非常に重要で

ある。また植林など吸収源拡大は中国にとってとても

重要だ。今年の中国政府の活動報告の中に、主に産業

構造の改善、エネルギー構造の改善、石炭のクリーン

化、効率化、新エネルギーの発展が盛り込まれてい

る。そして原子力についても、「安全を確保する前提

のもとで原子力発電を積極的かつ秩序立って発展させ

る」という方針が明文化され書いてある。 
まずは、人口規模。詳細については省略するが、お

そらく、2025 年前後ピークを迎え、間もなく減少し

いく。人口問題は、中国にとってはすでに別次元の問
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題が起きている。いわゆる人口の構造問題、高齢化少

子化問題で、都市部は特に少子化が非常に深刻であ

る。これは人口の増大により CO₂が増大という要因は

かなり小さくなっていることを意味している。人口は

今後これ以上増えることはなく、少子高齢化が深刻な

問題になってくる。２番目は定常経済とライフスタイ

ル変革である。中国の経済はこの 40 年間で平均 9％
くらい上昇した。新型コロナの影響により 2020 年の

GDP 成長率は 2.5%ぐらいだった。今後の経済成長に

ついて、ここに昨年の予測試算結果を紹介する。2020
年の経済成長率は 3%とする場合、今年 2021 年から

2030 年まで 6％を続けると仮定し、2030 年から 3%を

維持するというシナリオで、順調に発展していけば、

2060 年に PPP 換算と名目での一人当たり GDP と

GDP 総額はそれぞれ 76000 米ドル/人と 44000 米ドル

/人、105 兆米ドルと 60 兆米ドルとなる見通し。中国

の経済成長は CO₂排出増加の一番大きな要因になって

おり、経済がどれだけ成長していくかは世界的に大き

な関心事である。順調にいけばという前提だが、おそ

らく中国は例えば 1 人当たり購買力平価の GDP 換算

をすると 7 万ドルくらい、名目であれば 4 万ドルくら

いである。それと CO₂の削減だが、どのエネルギーを

供給するか、それは中国に課す大きな課題である。成

長はあり得るとしても、供給できるエネルギー源とも

う一つはローカルとグローバルな環境負荷がどれだけ

耐えられるのかが課題である。 
中国とアメリカ、日本の CO₂排出のクズネッツ曲線

（横軸は一人当たりのＰＰＰ換算ＧＤＰ、縦軸は一人

あたりＣＯ２排出量）を書いてみた。中国と日本を比

べて見れば、中国は日本の過去の延長線にあることが

わかる。一方、同じ一人当たりＧＤＰの場合、アメリ

カのＣＯ2 排出量は一段と高く、それは産業構造と国

のエネルギー構造、ライフスタイルなどいろいろなも

のが関係していると考えられる。経済と環境の視点か

ら我々はいつも「日本モデル」という言い方をしてい

るが、日本を一つの参考にして今後の中国の未来を展

望する一つの可能性があるではないかと考える。 
3 つ目は省エネと産業構造改善である。省エネのポ

テンシャルは先ほど申した日本と中国は実質 GDP で

換算した場合、エネルギー消費原単位に実は２倍～3
倍ぐらいの差がある。そして名目ならば、なおさらそ

の差がある。中国の省エネの余地は大きいポテンシャ

ルを持っていることはご承知のとおりだと思う。この

分野でも中国と日本の協力の可能性はまだ高い領域で

あると考える。 
また、中国ではデジタル経済が大きく発展し、デジ

タル経済によるエネルギーの高効率化、省エネ化は、

まだかなりのポテンシャルがあると考える。デジタル

を構造化し、経済の高効率化をし、環境負荷の軽減に

寄与できるものと考える。サイバー空間（仮想空間）

とフィジカル空間（現実空間）の高度な融合によるデ

ジタル経済の発展を促進するのは、省エネを実現する

早道である可能性が高い。中国のデジタル経済規模は

2016 年に 22.4 兆元に達し、GDP の 30.1％を占め、

2019 年には 35.8 兆元に達し、GDP の 36.2％を占

め、そのうち北京と上海のデジタル経済は GDP の

50％以上を占めた。2020 年 3 月現在、中国のインタ

ーネット利用者数は 9 億 400 万人、インターネット普

及率は 64.5％に達し、デジタル経済発展のための利用

者基盤はますます強固になっている。 中国のデジタ

ル経済の成長率は、3 年連続で世界一にランクされて

いる。（出典：2020 中国インターネット発展状況統計

報告書（CNNIC）」 
4 つ目は、中国のエネルギー構造転換と新エネ導入

である。ここに書いてある、火力、水力、原子力、風

力、太陽光だが、火力は中国ではまだ 60％くらいを占

めている。そして原子力は 2.4％で、まだ少ない状況

である。後ほど紹介するが、中国は原子力も大きく作

るという方向である。CO₂の排出の内訳も、火力発電

が 40％以上。石油、天然ガス、鉄鋼などの製造業も多

いが、エネルギー関連では圧倒的に多いことがわか

る。そのために、今後は構造転換をしていく可能性が

どこにあるのかを考えないといけない。今の状況で

は、再生エネルギーからの電力コスト、システムコス

トがすでに大幅に低下している。例えば太陽光発電の

コストは過去 10 年間で 90％くらい減少している。風

力発電のコストは 50％～60％くらい減少した。経済

的な規模効果と学習効果、並びに技術向上は、コスト

の急激な低下の主な原動力となる。こちらは、今まで

の中国のエネルギー構造の 2018 年までの実績であ

る。ご存知のように石炭をいかに減らすかは今回の

2060 年までに目標を達成できるかのカギの一つであ

る。 
もう一つは新エネルギーの導入である。急速に増加

しているが、課題はまだ複数ある。新エネルギーを、

いかに増やして安定的に利用できるかということだと

思う。今、中国の新エネルギーの中で、太陽光と風力

が一番多い。この図は、我々の研究室で試算したもの

であり、太陽光の発電コストと石炭の発電コストにつ

いての比較である。いろいろな前提条件を変え、感度

解析をした結果である。だいたい 2020 年あたりは、

石炭発電と太陽光発電のコストは接近する。すなわち

近い将来は太陽光発電コストが石炭発電コストを下回

り、より安いという状態になるのではないかと思う。

しかし、石炭利用と新エネルギー利用は、それぞれの

課題が残っている。中国の場合は、圧倒的に石炭をベ

ースロード電源としているが、その代替できる電源、

それと出力変動が容易な電源、また電力系統の調整能

力を高めないといけないという課題がある。今、新エ

ネルギー導入はかなり力を入れているが、先ほどの話
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に加え、新エネルギー需要と供給のミスマッチ問題で

ある。これは日本も存在している。太陽光や風力など

資源が豊富な地域は実は需要がそれほど高くないとい

うことであり、これは中国も同じである。電力系統出

力変動制の不十分さが、再生可能エネルギーの開発の

ネックとなっており、緊急に解決する必要のある問題

である。これは 2018 年電力系統の「容量面での系統

制約」により、送電や消費のできない水力・風力・太

陽光電力量は 1,023 億 kWh で、これは三峡ダムの年

間発電量に相当する量である。または 3,000 万 kW の

石炭発電所の年間発電量、石炭火力の発電費用約 350
億元、4,000 万トンの CO₂に相当する。相当する分は

ミスマッチ問題で、利用できない。今は全額購入保証

などの強制政策があっても依然として深刻な状態であ

る。なので、石炭の代替出力にするために新エネルギ

ーが有効であるが、新エネルギーを大量に導入する場

合、このミスマッチ問題が顕在化しているというジレ

ンマがある。 
また、中国と世界の新エネルギー車についても、電

力と CO₂の排出に関連している。中国はご存知ように

電気自動車は世界の販売量の半分くらいを占めてい

る。2030 年からは、地域別車種別と段階別に、伝統

燃料車の生産と販売を禁止という一部のシンクタンク

からの政策提言がある。これから電気自動車の消費量

は益々増えていくので、これも日中の間で大きな協力

分野ではないかと思う。 
もう一つは先ほど述べた原子力である。これも日本

と密接に関係することである。福島第一原発事故後、

中国は一時期審査を停止していたのだが再開し、今年

の政府活動報告の中に明確に、これから安全確保とい

う前提で積極的に建設することと明記してある。原発

安全問題は日中韓で協力していく大きな分野ではない

かと思う。中国はこれから 2030 年までに最大 100 基

という計画がある。そこにある一部の案だが、内陸部

にまで原発を造るという。これは非常に難しくて、慎

重に検討すべき選択である。中国の一人当たりの水資

源量は 2300 立方メートルしかなく、世界平均レベル

の 1/4 にすぎず、世界の一人当たりの水資源が最も乏

しい国の一つである。しかし、中国は農業大国で、灌

漑用水や水浪費などで、世界で水の使用量が最も多い

国でもある。 
また、次世代エネルギーとして核融合技術を挙げら

れるが、去年 12 月 4 日、中国では次世代制御可能核

融合研究装置「中国還流器 2 号 M（HL－2M）」が成

都市で完成し、初の放電に成功し、核融合研究に大き

な一歩を踏み出したといわれている。１.5 億度（太陽

中心部温度の 10 倍に相当するという）の高温に達す

ることが可能とされ、中国では「人工太陽」と呼ばれ

ている。 
あとは、水素である。現在世界全体の水素生産量は

年間 6300 万トン前後で、中国は毎年約 2200 万トン

とその約 3 分の 1 を占め、世界最大の水素生産大国に

なっている。石炭の環境負荷と新エネルギーの風力、

太陽光の不安定性などの課題を解決するための一つの

手段とする水素について、中国はこれから大きく実施

する政策がある。今年の政府活動報告や中国のエネル

ギー発展白書の中でも、水素についてはこれから大き

く発展させるという計画がある。2050 年に中国の水

素需要は 6000 万トンに近く、水素燃料補給所は

10,000 以上に達し、燃料電池車の生産は 520 万に達

する（出典：中国水素エネルギーと燃料電池産業白

書）。 
中国は今、世界最大の水素生産国ではあるが特許な

どを考えると日本が一番多く、全体の半分くらいを占

めている。水素についてどこに魅力があるか、新エネ

ルギーの弱点は不安定性である。もう一つは消費の場

所と乖離している。石炭の弱点は環境性である。これ

らの弱点を克服するひとつの方策は、水素を作るとい

うこと。すなわち砂漠などで太陽光発電し、その電力

で水を分解して水素をつくる。同じく石炭から水素を

製造できれば今後も石炭の用途が残るのではないかと

考えられる。今後の石炭、新エネルギーは、中国国外

でも CCUS（二酸化炭素回収・貯留・利用）を含めて

模索をしているところである。これも今後の長期戦略

としては、中国の 2060 年目標達成のために非常に重

要な技術ではないかとか考える。そこで、今後は、水

素の開発と導入について、以下のような方向性が考え

られる。 
①「石炭から H2 を製造＋CCUS」（水素をつくる際

に排出される CO2 を、CCUS や再エネと組み合わせ

てゼロにできれば、つくる時から使う時まで CO2 を

実質的に排出しないエネルギーとして、CO2 排出削減

にも貢献することができる） 
②「再生可能エネルギー＋水電解水素製造」（水素

は安定した媒体であり、再生可能エネルギーから水素

を生成することで、不安定な再生可能エネルギーを安

定させることができる） 
5 つ目は植林・吸収源拡大である。コペンハーゲン

合意によれば、中国は 2005 年比で 2020 年の森林面

積を 4 千万 ha 増加。これは、最大で年間 2～4 億 t-
CO2 に相当（吸収量は広葉樹で年間 5t-CO2/ha、スギ

で年間 5-10t-CO2/ha 程度とする） する。 
中国の森林率は、1950 年前後 8,6％、1980 年代

5％前後、1990 年 16.4％、 2016 年 21.9％、2020 年

23%以上、森林の蓄積は 165 億立方メートル以上、森

林等による炭素吸収量は 95 億トン以上の見通し。中

国林業と草原局の公開データによれば、2050 年に中

国全土の 42.4％となる 406 万 9000 平方キロメート

ル、森林の蓄積は 230 億立方メートル以上、森林によ

る炭素吸収量は 130 億トン以上見通し。これは、最大

で年間 20～40 億 t-CO2 に相当する。 
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6 つ目は、回収処分貯留（CCS、CCUS）である。

中国は 10 年前から CCS-EOR に関する R&D を開始

し、累計 150 万ｔ-CO2 を貯留。技術的にはテスト段

階から大規模工業化実用段階へと向かっている。CCS
の課題は高リスク、高コスト。中国は 2060 年までに

炭素排出実質ゼロ目標を実現するために、石炭使用を

やめることが難しい。だから 「石炭から H２製造＋

CCUS」、または「石炭発電＋ＣＣＳ」は依然として可

能性が残る。 
私たちの研究では、今後中国の 2060 年目標達成の

ための一つの手段であると考えている。特許で言えば

アメリカも中国も多いが、日本は CCS 関連で貯留の

ポテンシャルが少ないが特許は多い。そういう部分も

今後、協力するポテンシャルが大きいのではないかと

考えられる。 
最後に、経済メカニズムとしての排出権取引につい

て。中国は CO₂の排出取引について、７つのパイロッ

ト事業を 2013 年からスタートし、2015 年から正式に

取引を開始したが、これも今年の 6 月に全国に展開す

る予定。政策ツールとして、中国は排出権取引を重要

視している。パイロット事業の経験を積み重ねて全国

展開できるのかが、大きなポイントになる。これは日

本の企業とも多少は関連がある。特に中国に進出して

いる日系企業は排出権取引の枠組みの中に参加しなけ

れば、企業活動の中で、支障が出てくるかもしれな

い。 
 
4．気候枠組みの国際協力 

中国の 2060 年目標達成をするためには、中国自身

の努力も不可欠。そして国際協力も大事な部分であ

る。地理的には日本、韓国、中国が一つの共同体では

ないか。もう一つは、米国、日本、中国。文明論から

言えばアメリカは最大の西洋文明の国であり、中国は

最大の東洋文明国である。そして日本は二つの文明を

ミックスするという立場として、省エネ分野も環境分

野もかなり中米より先進的面がある。また、パリ協定

が途上国含め全員参加という結果になったことも、ア

メリカと中国の合意と協力によるものではないかと考

えられる。気候変動問題においては、「米国＋日本＋

中国＝利益+責任＋未来」という協力による因果関係

式がある。この視点から見た場合、米日中の共同体構

築はぜひ模索していくべきではないかと思う。 
私と私の研究チームはこれまで日中韓中心の東アジ

ア共同体構想について研究してきた。2 月 5 日に 1 冊

の本「East Asian Low-Carbon Community」にまと

めて Springer 社より出版した。主に東アジア共同体

構想のフレームワーク、技術イノベーションと社会イ

ノベーションについてもまとめたものであり、ご覧い

ただければ幸いである。アメリカとのことも、色々な

対立があっても気候問題については協力すべきではな

いかと考えている。特にアメリカのバイデン政権が誕

生し、パリ協定も復帰したこともあり、グローバル気

候ガバナンスの枠組みでアメリカと中国は競争相手と

しての現実と双方の気候変動対応の面での深い共通利

益に配慮する必要があるのではないかと考える。それ

は両国の指導者に課す課題でもあるし、産業界、一般

の国民に課された課題でもある。アメリカは両面性が

あり、一方は消極的な面で、もう一方は積極的な面で

ある。アメリカは 2007 年にすでに CO₂のピークアウ

トを実現できた。優れた技術もあり、リーダーとして

中国、日本と共同でできるならば非常に良いことでは

ないかと思う。

 
 あとは、日中第三国市場協力についてであるが、日

本と中国はすでに実績があり、企業と地域でいろいろ

やっている。これはビジネス案件が中心だったが、今

回は CO₂削減などを取り入れて、インドの協力を計算

し、日中が単独でやるよりも、日中が協力でやったほ

うがメリットは大きい。環境もメリットも大きければ

経済メリットもある。ということで、日本と中国が協

力して、途上国の特にアフリカで、新エネルギー分野

や他の伝統の化石燃料エネルギー分野でも強い面を生

かして協力できればよいのではないか。CDM（クリ

ーン開発メカニズム）＋第三国協力方式である。イン

ドなどの途上国とそちらで行った協力事業から CO₂の

排出分を享受できる仕組みがあるかもしれない。第 3
国市場＋CDM 制度で転換できればもっと効率的に

CO₂削減ができるのではないかと思う。 
ご清聴ありがとうございました。 
 
（司会） 
ではそろそろ時間となりましたので、終了をさせて

いただければと思う。 
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